	「工事請負契約書」の記載例

	１．作成方法　作成2部。解体費用に係る別紙を末尾に入れ、左帯綴じし、その綴じ目の表と裏に割印。
２．添付書類　①契約保証に関する届出書(ただし、請負代金150万円未満は「免除」されます。)

②契約保証金納付届及び契約保証の保証証書等（約款を含む。）又は現金納付領収書
③届出書〔消費税の課税・免税事業者の確認用〕
３．契約日　　落札決定日の翌日から7日以内。保証証書等の交付日又は現金納付日以降の日付けとする。
４．着手日　　基本的には契約日の翌日。着手届等の提出があることから事業担当課と調整願います。

【注】前払金請求書、着手届等は、直接事業担当課へ提出願います。


	印紙


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　工　事　請　負　契　約　書
１　工事番号
２　工事名
３　工事場所
４　工期　　　　　　　　　　年　　月　　日から　　※着手は契約日の翌日。ただし、着手届等

　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日まで　　　があるので事業担当課と調整のこと。
５　請負代金額　　　　　　金○○○円
（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額　金○○○円）
　　　　　　　　　　　　　　※消費税は課税事業者のみ記入し、免税事業者はカッコ内を削除
６　契約保証金　　　　　　金○○○円　※請負代金額の10％。ただし、代金が150万円未満は「免除」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【注】現金納付の場合でも金額を御記入ください。
７　前払金額　　　　　　金○○○円　　※請負代金額が150万円以上の場合50％(10万円未満切捨)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　150万円未満の場合は「金0円」と記入。
８　中間前払金額　　　　　　金○○○円　　※請負代金額が500万円以上の場合20％(10万円未満切捨)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　500万円未満の場合は「金0円」と記入。
９　解体工事に要する費用等　別紙のとおり　又は　なし

　　【注】必ず事業担当課の確認をお願いします
建設リサイクル法該当工事の場合は「別紙のとおり」と記入し、指定された様式（別紙様式１～３）を契約書の最終頁に綴じること。
非該当工事の場合は「なし」と記入する。
上記の工事について、発注者と受注者は、各々の対等な立場における合意に基づいて、別添の条項によって公正な請負契約を締結し、信義に従って誠実にこれを履行するものとする。
また、受注者が共同企業体を結成している場合には、受注者は、別紙の共同企業体協定書により契約書記載の工事を共同連帯して請け負う。
この契約の証として本書２通を作成し、発注者及び受注者が記名押印の上、各自１通を保有する。
　　年　　月　　日
発注者　　栗原市築館薬師一丁目７番１号

　　　　　（注：水道事業の場合「栗原市水道事業」、下水道事業の場合「栗原市下水道事業」と記入。）
　　　　　栗原市長　　○　○　　○　○
受注者　
「工事請負変更契約書」の記載例

　下記は変更契約時の主な記載例であるので、詳細は工事担当課の指示によること。

工事請負変更契約書

　１　工事番号

　２　工 事 名　　　変更前契約書の事項を記載すること。
　３　工事場所

　　　　　年　　月　　日付で締結した上記工事に係る請負契約書の条件中、下記の点について変更する契約を締結する。　

　　　　　　　　　　２回目以降の変更については、前回変更年月日を記載する。

記
１　原請負代金額に対する　　
	千
	百
	十
	万
	千
	百
	十
	壱
	円也

	金
	１
	０
	５
	０
	０
	０
	０
	


　　増減額　

　　　　　　　　　　　　　　　　 増減額に変更がある場合
　うち取引に係る所費税及び地方消費税の額
	百
	十
	万
	千
	百
	十
	壱
	円也

	
	
	
	
	
	
	
	


　　増減額　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　 増減額に変更がない場合
２　完成期日　　　　　原 期 日　　　　○○年○○月○○日　　期間に変更が
　　　　　　　　　　　変更期日　　　　 － 年 － 月 － 日　　ない場合
	千
	百
	十
	万
	千
	百
	十
	壱
	円也

	
	金
	５
	０
	０
	０
	０
	０
	


３　前払金額に対する
　　増減額　　　　　　　　　　
	千
	百
	十
	万
	千
	百
	十
	壱
	円也

	
	金
	２
	０
	０
	０
	０
	０
	


４　中間前払金額に対する
　　増減額　
５　図面及び仕様書　　別紙のとおり

６　第４３条第１項の各会計年度における請負代金の支払限度額中

　　「　　　　年度　　　　　　　　　　　　　　円

　　　　　　　年度　　　　　　　　　　　　　　円

　　　　　　　年度　　　　　　　　　　　　　　円」を　　　　　該当する場合のみ追加して
　　「　　　　年度　　　　　　　　　　　　　　円　　　　　　　記載すること。
　　　　　　　年度　　　　　　　　　　　　　　円

　　　　　　　年度　　　　　　　　　　　　　　円」に改める。

　　※　第４３条第２項、第３項及び第4項についても第１項と同様に記載すること。
　この契約の証として本書２通を作成し、当事者記名押印の上、各自１通を保有する。
　　　　年　　月　　日
発注者　　栗原市築館薬師一丁目７番１号

（注：水道事業の場合「栗原市水道事業」、下水道事業の場合「栗原市下水道事業」と記入。）
　　　　　栗原市長　　○　○　　○　○
受注者　
割印





捨印





該当する方に○印をするか「増額」又は「減額」と　　記載すること。
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